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1　は　じ　め　に

「生産のための生産、蓄積のための蓄積」を本質とする資本蓄積の運動態様

を再生産表式分析において把え、そのもとで生産諸部門の関係、生産と消費の

連繋・矛盾を考察するという問題設定は、最近の恐慌・産業循環論研究の1つ

の方向である。こうした方向での諸研究では、通常、資本の有機的構成高度化

にともなう第Ⅰ部門の不均等発展と、第Ⅰ部門内での不変資本流通の個人的消

費からの相対的独立性を運動基盤として展開する第Ⅰ部門の自立的発展とは、

理論的・概念的に区別される。この区別は表式分析の次元で生産力水準・資本

の有機的構成にあたえる仮定のちがいにあることは言うまでもないが、それは

単に純技術的なものではなく、両蓄積軌道の把握とその内容・性格規定に関連

をもつ。

こうした資本の蓄積軌道の区別は、最近の諸研究の出発点の1つをなす富塚

良三氏によって明確化された。「生産力の発展にともなう資本構成高度化と対

応的な部門構成高度化・本来の意味での『不均等発展』と、第Ⅰ部門の『自立

的発展』とを、まず概念的に明確に区別したのちに、両者の関連を明らかにし

なければならない。前者は、生産力の発展に照応的な部門構成高度化の過程を

意味し、後者は部門間の技術的＝経済的な連関性の変化が要請する以上の、第

Ⅰ部門の資本と生産の増加率の第Ⅱ部門のそれに対する超過を意味する。前者

においては価値・素材の両面における均衡が保持され、後者においてはそれが
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破壊される。……中略……すなわち『不均等発展』の過程が、ほとんど不可避

的に後者すなわち第Ⅰ部門の『自立的発展』を誘発すべきことを指摘すること

岬それがレーニンの真意であったと解される－は、恐慌理論における一論

点として極めて重要な意味をもつことは確かであるが、しかしそのことは、両

者を混同することの正当化を決して意味しない。」（富塚〔1〕p・277～278）こ

の吉塚氏の両蓄積軌道の区別においては、「生産部門間の技術的＝経済的連関

性をいま仮りに部門構成と呼ぶとすれば、この部門構成もまた生産力が不変の

場合は不変とされなければならない」（同、p．89）とする命題を基礎に展開さ

れる部門構成不変の蓄積軌道＝≪均衡蓄積軌道≫が、区別の理論的基準にすえ

られている。．すなわち氏は、生産力水準上昇・資本の有機的構成高度化にとも

なう第Ⅰ部門の不均等発展を≪均衡蓄積軌道≫の上方シフトととして把えてお

り、命題「部門構成もまた生産力水準が不変の場合には不変」の論証をぬかさ

れる氏にとっては、第Ⅰ部門の不均等発展自体は自明のことになる。この点で

これ以上氏の第Ⅰ部門の不均等発展の議論にふえる必要はないが、両蓄積軌道

の区別では次のことが重要である。

すなわち、富塚氏以後、最近の諸研究にひきっがれる資本の蓄積軌道の理論

的・概念的区別は、もちろん論者によって必らずしも同じではないが富塚氏の

議論に見てとれるように、一方の把握は他方の把握を基礎にし、他方の把握は

一方の把握を基礎にするかのような、すなわち両蓄積軌道の区別は必燃的にそ

の区別の統一的な把握を要求するということである。それ散に最近の諸研究

が、第Ⅰ部門の自立的発展とそのもとでの生産諸部門の関係や生産と消費の連

繋・矛盾等をめぐって議論を集中していくと同時に、他方で必らず資本の有機

的構成高度化にともなう第Ⅰ部門の不均等発展の論証・性格規定にふれている

のも理由のないことではない。

ところで周知のように、表式分析に資本の有機的構成高度化を導入し、資本

蓄積の発展傾向として第Ⅰ部門の不均等発展をしめして「生産を拡大しようと

する無制限の志向と、制限された消費とのあいだの矛盾」（レーニン全集、第

3巻、p．34）を明らかにしたのはレーニンである。ところがこのレーニンの結

論に対し、レーニン表式により描き出された第Ⅰ部門の不均等な拡大は蓄積率

等に与えた数字例によるものであり資本の有機的構成高度化によるものではな

いとする有力な反論がある。

それ故、最近の諸研究における両蓄積軌道の理論的・概念的区別においては
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資本の有機的構成高度化にともなう第Ⅰ部門の不均等発展の論証や描き出し方

も1つの論点をなし、それがまた両蓄積軌道の区別とその区別の統一的把握に

関連してくる。

この論稿では以上のべてきた問題意識から、両蓄積軌道のうち第Ⅰ部門の不

均等発展をめぐる諸議論をサーヴェイし整理することを課題とする。その際留

意されるのは、資本の有機的構成高度化にともなう第Ⅰ部門の不均等発展の論

証、描き出し方と関連してその蓄積軌道の性格規定を整理することである。こ

うした作業は、最近の恐慌・産業循環論研究が重視する第Ⅰ部門の自立的発展

をめぐる議論を評価する場合にも重要なかかわりをもつことはすでにのべたよ

うに言うまでもないだろう。

註（1）井村〔3〕、高木〔4〕、長嶋〔5〕、大島〔6〕、高須賀〔7〕、吉原〔8〕、〔9〕、

後藤〔11〕、滝田〔10〕、浅利〔14〕等参照。

（2）レーニンの次の著作参照。「いわゆる市場問題について」1893年，全集第1巻、

「経済的ロマン主義の特徴づけによせて」1897年，全集第2巻、「ロシアにおける

資本主義の発展」1897年，全集第3巻、「市場理論の問題の覚え書き」1898年、

「ふたたび実現理論の問題によせて」1899年、「ペ・ネジクーノフ氏への回答」

1899年，以上全集第4巻。

（3）たとえば、高須賀〔2〕p．135～144。

2　表式分析における資本蓄積の動態把握の方法（1）

われわれは、‾資本の有機的構成高度化にともなう第Ⅰ部門の不均等発展をめ

ぐる議論を個々に追うのではなく、それらを整理する際の視点を確立すること

かちはじめる。そのためにここでは∴表式分析における資本蓄積の動態把握の

方法を、まず考察しておこう。

以下の議論のために次の記号をあらかじめ定める。

生産物価値・

不変資本

可変資本

剰余価値

追加的不変資本

追加的可変資本

Wi（t）

Ci（t）

Vi（t）

Mi（t）

Mcit）

Mv（t）

（110）3
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資本家の個人的消費

資本の有機的構成

剰余価値率

蓄積率

部門構成

資本配置

以上、i（＝1，2）は部門、

Mki（t）

ri（t）＝Ci（t）／Vi（t）

mi（t）＝Mi（t）／Vi（t）

qi（t）＝（Mci（t）＋Mvi（t））／Mi（t）

Q（t）＝Wl（t）／W2（t）

K（t）＝（Cl（t）＋Vl（t））／（C2（t）＋V2（t））

（t）は期間をしめす。

ー一般に、再生産表式分析における資本の再生産の運動は、商品資本循環

W′－G－W＜£…P・・・W′にそってみると次のよう鯛系列的展開にお
いてあらわされる。（図－1参照）

図－1

P一一…一一…一一一一一一一叫W（t十I）

r（tト一一・・一一一日…

m
I
I
入
り

回．－
（1）

一一一一一一　K（t＋l）

註．（1）、（2）、（3）は後述の式の番号。

すなわち、t期の商品資本W（t）の配置（これを出発時点としてもかまわな

い）は、同時に資本の有機的構成r（t）、剰余価値率m（t）、部門構成Q（t）を与

ぇる。商品資本諸部分の実現過程W′－G－W＜鎧では、蓄積率q（t〉及び
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資本の有機的構成の変化r（これは必らずしも蓄積部分の資本構成に限定しな

い）が明らかになっていなければならない0実現過程の終了後のW＜鎧は、
t＋1期の資本配置K（t＋1）を与える。その資本配置のもとで生産（‥・P…）が

おこなわれるが、この過程では剰余価値率mが与えられていなければならな

い。そして生産過程の結果はt＋1期の商品資本W（t＋1）の獲得である。この

生産された商品資本の配置はt＋1期のr（t十1）、m（t＋1）、Q（t．1）を同時に与え

る。

こうした資本の再生産の時系列的展開をもつ再生産表式において、資本蓄積

の動態を把え表現する場合、形式的には次の2つの方法が考えられる。それは

第1に、t親の状態から出発して、q，f，mの運動からt＋1期の状態を導き

出す方法である。この方法による資本蓄積の動態把握では、q，r，mの運動の

理論的解明がキー・ポイントにおかれ、それらの理論的解明が完了している場

合、その動態把握は資本の再生産の時系列的展開に照応したものとなる。第2

の方法は、t期の状態を与えられたものとしておきながらも、t＋1親の方か

らみて、t＋1期の状態に何らかの条件を与え、そのもとでq，r，mの運動

について考察するという方法である。t＋1期の状態に与える何らかの条件と

はたとえば、部門構成や資本配置、資本の拡大率や成長率等を一定にする等の

その運動についての諸条件である。この方法では、t＋1期の状態に関して与

える条件を先験的に与えることになるので、その理論的設定がキー・ポイント

におかれることになる。本稿では最近の諸研究における第Ⅰ部門の不均等発展

をめぐる議論を、この2つの方法からみて整理することにしよう。

さて、表式分析に資本の有機的構成高度化を導入するということは、r（t）－～

－r（t＋1）での高度化を明示することであり、レーニンの場合は資本の蓄積部分

における資本の有機的構成（以下、限界資本構成と呼ぶ）の変化によってしめ

している。そこで、最近の第Ⅰ部門の不均等発展をめぐる諸研究を整理するた

めに、限界資本構成の変化を導入した資本の再生産の時系列的展開を、次の仮

定のもとに一般的に表現しておこう。

仮定1生産手段生産部門（Ⅰ）と消費手段生産部門（Ⅱ）の2部門構成。

仮定2　固定資本の捨象。

仮定3　剰余価値率は不変、m（t）＝m（t十1）。

仮定4　剰余価値からの蓄積部分は自部門に投下される。部門間資本移動の

（108）5
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捨象。

仮定5　資本の有機的構成高度化は限界資本構成の変化を通じて高度化す

る。r畏）＞r（t），r＊（t）＝Mci（tJMvi（t）。

以上の仮定のもとでは資本の再生産の時系列的展開は次のようにあらわされ

る。

（1）：Q（t）→K（t＋1）

K（t＋1）＝

1＋r2（t）＋m

1＋rl（t）＋m

（2）：K（t＋1）一→Q（t＋1）

Q（t一卜1）

1＋r2（t十1）

1＋rl（t＋1）

1＋rl（t）十mql（t）

●‾←土 ＋r2（t）＋mq2（t）

1＋rl（tH）＋m

1＋r2（t＋1）＋m

（3）：ri（t）－rRt）→ri（t＋1）

ri（t）（1
ri（t＋1）－

＋描t））＋埼t）・mqi（t）

・Q（t）

・K（t＋1）

1十戒t）＋mql（t） ，　（i＝1，2）

この3つの式が時系列的展開をしめすが、両部門の蓄積率は各期において、

仮定4により次の相互制約関係におかれている0

（4）Q（t）＝Q（t） α1（t）＋

ただし　αi（t）＝

r羊（t）

1＋rl（t）十m●了

ri（t）

1＋ri（t）十m，

mql（t）

（i＝1，2）っ

技t）
●11＋r2（t）十m

mq2（t）

更に、各娼jの部門構成はその期の技術的条件及び分配関係（これらは表式分

析の枠内ではr及びmにより表現される）に規定されて次の範囲に存在してい

なければならない。

m

α2（t） 1＋単一．
（5）

α2（t）

1－α1（t）

6（107）
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以上の（1）－（5）が、限界資本構成による資本の有機的構成高度化を導入した再

生産表式における資本の再生産の時系列的展開をあらわしている。この表現で

はt期の状態（Q（t），ri（t））から出発して、t＋1期の状態（K（t．1），Q（t＋1），

ri（t＋1））への展開を直接しめすのは（1ト（3）であるが、蓄積率に何の仮定も与え

ず未知数としてあつかうと、方程式は（1ト（3）に（4）が加わり5本、未知数は6偶

（K（t・1），Q（t・1），ri（t＋1），qi（t））となって、この体系は自由度1である。ここ

にレーニン表式により描き出された第Ⅰ部門の不均等発展に対する反論の「成

立」する根拠があるのである。したがって表式分析における第Ⅰ部門の不均等

発展の議論では、資本の有機的構成高度化の資本蓄積への影響を純化して把え

るために6個の未知数のうちの1うに理論的に十全な内容をもつ仮定を与え、

未知数を1つ減らすプロセスが決定的な操作になる。このプロセスがすでに考

察した表式分析における資木蓄積の動態把握の2つの方法から与えられること

になる。

では以上の考察を基礎にして最近の資本の有機的構成高度化にともなう第Ⅰ

部門の不均等発展をめぐる諸研究をみてみよう。

註（1）部門構成はri（t）、mが与えられると、任意の値をとることができるわけで

はない0（5）式の導出方法については拙稿〔14〕p・106～109参照。ただしこの箇処

ではri（t）の変化は考慮の外におかれているが、方法的には同じである。

3　資本の有機的構成高度化にともなう

第Ⅰ部門の不均等発展をめぐる諸説

㈱

まず、第1の資本蓄積の動態把握の方法による第Ⅰ部門の不均等発展の論証

からみていこう。この方法からは、純技術的にいうとt期からt＋1期への展

開を規定する諸要因のうちm一定、r＊上昇が仮定されるからqi（t）（i＝1．2）

のいずれかに1つに何らかの仮定を与えることが必要となる。滝田和夫〔10〕

氏は、資本の有機的構成高度化の資本蓄積への影響を純粋にとらえるために第

Ⅰ部門蓄積率を一定とすることが心要であるとして、また高木彰〔12〕氏は第

Ⅰ部門蓄積率を一定とすることが「そこでの考察対象は拡大再生産の長期的・

平均的過程」（高木〔4〕、p・278）を意味するという立場から、それぞれ第Ⅰ

部門の不均等発展の論証を試みられている。

（1・06）7
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第Ⅰ邦門蓄積率を各射こわたって不変（ql（t）＝ql（t＋1）＝亘1）とするという仮定

をつけ加えると、体系（1ト（4）は完結し資本の再生産の時系列的展開は、t期か

らt＋1肌t＋1期からt＋2期等々と自動的に自己展開していく0しかし、

体系が自己展開していくことと、その展開が第ユ部門の不均等発展として展開

していくこととは別のことであり、後者は諭証されるべきことである0

滝田氏はt矧以後第Ⅰ部門積率を一定とすると、資本の有機的構成高射ヒか

ら、t＋1期からt＋2期にかけて資本配置（氏の用語では資本の部門構成）

が高射ヒしていくことをしめされる0氏はまず資本の部門構成高度化の条件を

析出される。すなわち（1）から、

K（t＋2）－投票票1＋rl（t＋1）＋－mql（t＋1JQ（t十1）‾‾r‾－‾▼－‾‾‾■▲‾一‾－－●1＋r2（い1）＋mq2（t十1）

これに（2）を代入して、

（6）
1＋r2（t＋1）

K（t十2）一一1＋rl（＝）

1＋rl（t＋1）＋mql（t＋1）

1＋r2、t＋1）十mq2（t＋1）
K（t＋1）

したがって（6）からわかるように資本の部門構成高度化の条件は、

（7）芸；慧予玉霊宝－（鎧＞誤り

である。ただしカッコ内は氏の記号による（∂は蓄積率・Di＝1－li、Ii＝ri／

1＋ri）。

次に氏は、ql一定、r＊の上昇のもとで体系の時系列的展をおうことによって

（7）が成りたつことをしめし、（6はり資本の部門構成高度化を結論される0以上

が滝田氏の第Ⅰ部門の不均等発展の論証の方針である0

この限りでは氏の論証は一応成功されているといえるが、氏の論証には資本

の有機的構成高度化に関する特殊な仮定が含まれていることに注意する必要が

ぁる。すなわちそれは、資本の有機的構成高度化が限界資本構成の連続的高度

化（沌）＜r鈷）又はス′t＜ス′t十1）によって生じるとする仮定であり、これが氏の

論証のなかで決定的位置をしめている0しかし通常、資本の有機的構成高度化

8（105）
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はr（t）＜r（七十1）によって表現されるとすれば、体系（1ト（4）では、（2）から明らかな

ように、rとr＊は次の関係におかれているのである。

①　r（t）＜rh）ならば（2）から　r（t）＜r（t十1）＜r花）。そしてもちろん

④　rA）＜rA＋1）ならば①から　r（t＋1）＜rA＋1）であるからr（t十1）くr（t．2）＜rA．

しかし、

④　r（t＋1）＜rA＋1）≦ra）ならば　r（t＋1）＜r（t＋1）＜r琵十1）。

すなわち、資本の有機的構成高度化は、必らずしも　④の沌）＜蟻．1）の場合だ

けでなく、③のr葦＋1）≦rどの場合でさえも、r（t＋1）＜沌＋1）であるかぎり高度化

をつらぬいていくのである。滝田氏の論証は資本の有機的構成高度化を限界資

本構成の高度化により実現されるとしながらも、資本の有機的構成高度一般を

導入するのでなく、限界資本構成が連続的に高度化していく特殊ケースのみを

あつかっているとみなすことが必要である。前節2で考察した再生産表式にお

ける資本の再生産の時系列的展開からいえば、展開を規定する諸要因のうち、

qlを一定とするだけでなく、r（t）→埼）→r（tM）に特殊な仮定を課しているので

あり、滝田氏が「有機的構成高度化による第Ⅰ部門の優先的発展法則は『法則』

として一般的に論証できる」（滝田〔10〕p．375）といわれるにもかかわらず、

その論証は必らずしも一般性をもっていない。

高木彰氏は第Ⅰ部門蓄積率一定、資本の有機的構成高度化の仮定のもとで、

各期にわたって部門構成が高度化していく（Q（t）＜Q（…））ことをしめされよ

うとされる。体系（1ト（4）を氏は成長率表現において議論されるので、氏と同様

に　Gi（t）＝Wi（t＋1）／Wi（t）とすると、再生産の均衡条件、C2（t）＋Mc2（t）＝Vl（t）＋

Mvl（t）＋Mkl（t）または、Wl（t）＝Cl（t＋1）＋C2（t＋1）より氏は次式をみちびかれる。

（8）Qくt）＝

（9）Q（t）＝

α2（t＋1）・G2（t）

1－α1（t＋1）・Gm）

α2（t）・Gl（t＿1）

1－α1（t）・Gl（ト1）

氏は（8）を「一時的均衡条件」、（9）を「動学的均衡条件」と呼ばれるが、基本的
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には体系（1ト（4）における（4）と同内容である0この場合蓄積率と成長率の関係は

次のようになる。

Gi（t）＝1＋
1＋r花も）＋m

1十戒t）＋m

そこで氏は、（8）、（9）からまず、

㈹
1－α1（t）・Gl（七一1）

1－α1（t＋1）・Gl（t）
ー＞1

m
・qi（t）（i＝1，2）

を証明される。次に氏は部門構成の変化を調べるために（9）から次式をみちびか

れる。

α2（t＋1）・Gl（t）

仙　Q（t＋1）／Q（t）＝r‾▼－←‾岬●
α2（t）・Gl（ト1）

氏は、（用、（1掴ゝら、仕切を考慮すると、

α2（t．1）・Gl（t）≧α2（t）・Gl（t－1）

1－α1（t）・Gl（t －1）

1－α1（t＋1）・Gl（も）

であれば、Q（什1）＞Q（t）すなわち部門構成が高度化すると推論される0こうし

て氏は次の結論に到達する0「第Ⅰ部門の不均等発展が定式化されるに際して

は、0＞1、al（t）＝al（t＋1）（本稿の表現でいえばra）＝Or（t）、a＝q－引用者）

という条件と同時に次の条件を付加しなければならないということである0

＿ら些L≧′ヽ

Ⅹ2（t）

Gl（t－1）≦＝Ⅹ2（t十1）

（32）

（ただし、Ⅹは本稿のα－引用者）

（32）は第Ⅰ部門の粗成長率の変化率が、一定値以上でなければならないという

ことを示している。」（高木〔12〕p・156）

以上の高木氏の議論は、資本の有機的構成高度化にともなう第Ⅰ部門の不均

等発展すなわち部門構成の高度化の論証というよりも、むしろその条件の析出

である。このことは、氏の付加した条件＝氏の（32）式の意味を考えてみればよ
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い。氏は（32）の意味を「欝Ⅰ部門の粗成長率の変化率が一定倍以上」とされた

が、これを検討してみよう。まず氏の（32）を我々の記号に書きなおすと、次の

ようになる。

（1勿 ≧
Gl（t）＼　α2（t）

Gl（ト1）≦＝α2（t＋1）

そこで旭を変形すると、

Gl（t）＼　α2（t） α2（t）・W2（t）・W2（t＋1）

α2（t＋1）　a2（t＋1）・W2（t＋l）・W2（t）

C2（t）

C2（t＋1）

したがって、（1飢まG＞0　とすると次式と同値である。

C2（t）

C2（t）

そこで更に、

・Gl（t＿1）

・Gl（ト1）＝

1－α1什）・Gl（t＿1）

1－α1（t＋1）・Gl（t）

となる。ところが（10はり

1－α1（t）・Gl（ト1）

1－α1（t＋1）・Gl（t）

したがって

㈹
Gl（t）

G2（t）
＞1，Gl（t）＞G2（t）

C2（t）　　Wl（t）
‾1　‾　　　　　　●　　　　　　　　　　‾、　′

C2（t＋1）　Wl（t＿1）

＞1

C2（t）

・G2（t）

Wl（ト1） ＼∴

それ放、氏が資本の有機的構成高度化にともなう第Ⅰ部門の不均等発展の付加

（102）11



有機的構成高度化にともなう不均等発展について

的条件として氏の幽（本稿の（吻）をつけくわえることは、同時に個をつけくわ

ぇることになり、氏が析出された氏の幽こそが論証されるべきことだったので

ぁる。すなわち・・他力減りたてば（これは同時Gl（t）＞G2（t）を仮定することを

意味する）、第1部門の不均等発展（Gl（t）＞G2（t））になる”という命題は単純

なTautologyにすぎず、無意味である0

ところで、高木氏の第1部門の自立的発展と第1部門の不均等発展の概念的

区別および、その区別の統一的把握をみてよよう0氏は「拡大再生産表式にお

いて、二様の分析視角が設定される」（高木〔12〕、p・1）とされる0すなわち、

「長期的・平均的な拡大再生産過程の考察に際しては、第1部門蓄積率は、一

定値をとるものとして想定される」（同p・8）のに対し、「短期的・循環的な拡

大再生産過程の考察に際しては、第1部門蓄積率は変動するものとして想定」

（同、p．8）されなければならないといわれる0しかも、第1部門蓄積率の変

動は、その変動一般ではなく仁方的上昇と一方的下降という基本的に対立す

る二様の運動形態」（同、p・8）において把えられるとする0そして長期的・

平均的な資本蓄積の動態把握の場合には、短期的・循環的な第1部門蓄積率の

平均として第1部門蓄積率の一定を設定されるといわれる0したがって第1郡

r－糟積率の累積的増大による第1部門の自立発発展が、好況過程の物質的基盤

の形成・拡大の「内的機構」として規定されるのに対し、第1部門蓄積率一

定、資本の有機的構成高度化の下での第1部門の不均等発展は、「資本制拡大

再生産が達成されていく長期的軌道とし理論的規定」（同、p・22）が与えられ

るといわれる。

高木氏の両蓄積軌道の理論的・概念的区別は「長期的・平均的」と「短期的

・循環的」の区別を、第1部門蓄積率に対する想定をとおして、与えることに

なり、それ故に好況過程の内的機構としての第1部門の自立的発展を強調すれ

ばする程、第1部門蓄積率を一定として資本の有機的構成高度化にともなう第

1部門の不均等発展の論証が不可欠の位置をもってくることになる0しかし、

氏の論証は検討してきたように成功されているとは言いがたい0

（B）

次に、資本蓄積の動態把握の第2の方法による、第1部門の不均等発展の議

論をみてみよう。
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吉原泰助〔9〕氏は＜拡大テンポ＞を基準概念に生産力水準不変、生産力水

準上昇のそれぞれの場合の蓄積軌道の理論的概念的区別を与える。氏の「拡大

テンポ」とは、両部門の成長率の等しい均等発展成長率のことである。氏はこ

の均等発展成長率が当該期の部門構成及び他の諸要因のもとで必らず1組みは

存在していると想定されて、蓄積諸軌道の概念規定の際の基準概念にすえられ

る。

氏はまず、生産力水準不変の場合の蓄積軌道を「均等発展軌道」と「第Ⅰ部

門の優先的発展」にわけられる。両部門が同等に発展する「均等発展軌道」の

もとでは「各部門の生産物・社会的総生産物および価値構成上の諸契機がすべ

て同一の増大率をしめし、それは均等発展成長率に一致する」（吉原〔9〕、

p．315）。もちろん部門構成は不変であり、「余剰生産手段の増加率も一貫して

均等発展成長率に合致する」（同、p．315）。次に氏は、拡大テンポ＝均等発展

成長率を上昇させる「第Ⅱ部門に比して第Ⅰ部門が急速に発展するような第Ⅰ

部門主導・優先の軌道」（同、p．315）を「第Ⅰ部門の優先的発展」と定義され

る。この蓄積軌道では、第Ⅰ部門が第Ⅱ部門に比して急速に成長し、部門構成

は高度化する。そしてこの新たな段階の部門構成の下でそれに対応する理論的

基準としての均等発展成長率が、以前の部門構成のもとでの均等発展成長率と

比べると、高い水準にあることがわかる。そして、この蓄積軌道の進行途上に

おいて、第Ⅰ部門成長率・蓄積率がその水準ないしその近傍に停滞すると、第

Ⅰ部門成長率はその時点の部門構成に対応する均等発展成長率に収赦する傾向

をもち、第Ⅱ部門成長率も一定のタイム・ラグをもって均等発展成長率に収赦

していく傾向をもつ。

氏は以上の生産力水準不変の場合の蓄積軌道の考察を基礎に、生産力水準上

昇＝資本の有機的構成高度化の場合の蓄積軌道の考察にはいる。この場合も、

＜拡大テンポ＞＝「均等発展成長率」が理論的基準とされる。氏は資本の有機

的構成が高度化する場合、部門構成を不変に保つと均等発展成長率の水準が低

下することをしめされる。これを我々の体系（1ト（4）でみると次のようになる。

この場合、体系（1ト（4）ではt＋1期の方からみて部門構成不変・両部門の成

長率は均等とされるから、Q（t）＝Qt＋1となり、未知数5（K（t＋1）、ri（t＋1）、qi（t））

方程式5、（1ト（4）で完結する。氏は、成長力表現をとるので（4）を成長率表現に

書きかえると次のようになる。
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44）Q（t）＝Q（t）（α1（t）＋α㌫t）・gl（t））＋（α2（t）＋α㌫t）・g2（t））

ただし、gi（t）＝
Wi（t＋1）－Wi（t）

Wi（t）
，頑t）＝

r轟）
1＋域t）＋m

，（i＝1，2）

ここで、Q（t），αi（t），頑t）（i＝1，2）に対応する均等発展成長率をg（t）（＝gl（t）＝

g2（t））とすると、鋤は次のようになる。

Q（t）＝Q（t）（α1（t）十戒t）g（t））＋（α2（t）＋α蓑t）g（t））

したがって、均等発展成長率は、

個　g（t）＝
Q（t）（1 －α1（t））－α2（t）

Q（t）α汽t）＋α畏t）

となる。そこで、両部門がg（t）で拡大しt＋1期へ展開していくと部門構成は

変化しないから、t＋1期のQ（t＋1）（＝Q（t）），αi（t＋1），α畏＋1）（i＝1，2）に

対応する均等発展成長率は、個から次のようになる。

㈹　g（t＋1）＝
Q（t）（1二聖些±旦）一撃些土製

Q（t）・α畏t＋1）＋α蓑t＋1）

そこで、個と個をくらべることになるが、氏は「最も単純化して」限界資本構

成の毎期高度化（r葦t）＜ri（t＋1）、頑t）＜頑t＋1）、i＝1．2）を想定されるから、

それによると、

㈲　g（t）＞g（t＋1）

となる。こうして資本の有機的構成が高度化していく場合、均等発展軌道のも

とでは均等発展成長率自体の低下が明らかになる。このことから氏は次のよう

にいわれる。「生産力展開のもとでは、生産力水準一定の場合とは違って、

拡大テンポを一定に保つためにも第Ⅱ部門に比しての第Ⅰ部門の急速な発展が

必要なのである。かかる意味での第Ⅰ部門優位の部門間成長率開差を…中略・・・

筆者はとくに第Ⅰ部門の不均等発展とよぶ0」（吉原〔9〕、p・303～304、傍点
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は引用者）

氏の第Ⅰ部門の不均等発展の議論は、資本の有機構成高度化にともなう第Ⅰ

部門の不均等発展の論証ではなく、＜拡大テンポ＞を維持し、余剰生産手段を

確保するために、第Ⅰ部門が第Ⅱ部門に比してより急速に拡大しなければなら

ない必要性をしめしたものである。いいかえれば、氏の議論は最初から＜拡大

テンポ＞を理論的基準にすえ、t＋1期の部門構成を一定とするために、資本

の有機的構成高度化にともなう両部門の運動を考察する枠組みをもっていない

のである。それではこの必要性の確認は氏の蓄積軌道の理論的・概念的区別に

いかなる意味をもつことになるのか。

氏はまず、必要性の確認から出発して、それを必要性の論理＝「余剰生産手

段の累増的確保の論理」（同、p．298）にまでたかめる。そして氏にとって「確

保の論理」としては、蓄積軌道は第Ⅰ部門の優先的発展と第Ⅰ部門の不均●等発

展となる。この両蓄積軌道は資本制生産のもとでも貫徹されるが故に、第Ⅰ部

門の優先的発展は「特殊資本主義的な転倒形態」（同、P．294」としての第Ⅰ部

門の自立的発展として、第Ⅰ部門の不均等発展は、資本の無制限的価値増殖志

向に根ざす生産力の無制限的展開志向により誘発される第Ⅰ部門の優先的発展

との加重的重出過程として貫徹するといわれる。そして「その場合留意すべき

は、不均等発展軌道が循環を超える展開であるのに対し、第Ⅰ部門、とりわけ

第Ⅰ部門用生産手段生産部門の自立的発展は、循環の枠内の、内容的には好況

から繁栄局面にかけての軌道」（同、p．290）であるとされ、この循環にかかわ

る蓄積軌道の性格規定は「蓄積率に着目することによって容意に理解できる」

（同、P・289）といわれる。すなわち、第Ⅰ部門蓄積率の不断の上昇を内容とす

る第Ⅰ部門の自立的発展は、蓄積率が「形式的には100％を極限とし、現実的

には、資本の現実の運動によって与えられる諸制限によって画されている」

（同、p・289）かぎり、蓄積限界をもつのであり、この限界を解決するのが生産

力展開のもとでの第Ⅰ部門の不均等発展である。「したがって、不均等発展軌

道は、産業循環の弛緩と緊張のなかで動揺しながらも、循環を超える展開たり

うるのである。それに対し、自立的発展は、かかる生産力展開が創出した基盤

の上で、循環の枠内の運動としてしか存在しえない」（同、P．298）

この氏の循環とかかわる両蓄積軌道の性格規定の区別は、単に一方の蓄積軌

道が限界をもち、他がそれをもたないという区別ではなく、ここでもやはり必

要性の論理＝「確保の論理」が重要な位置をもつことになる。すなわち、第Ⅰ
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部門の自立的発展のもつ限界は、突破される必要があり、それを担うのが不均

等発展軌道とされるのである。こうして氏の蓄積軌道の理論的・概念的区別で

は、必要性の論理が決定的な位置をもつことになっているのである0

また、必要性の確認から、資本の有機的構成の高度化にともなう第Ⅰ部門

の不均等発展を論じられる論者に井村喜代子〔3〕氏がおられる0「ある『均

等的拡大再生産』（部門構成を不変に保つ蓄積軌道－引用者）の進行途上

において、有機的構成の高度化が生じると、全体の4K／K（総投下資本の拡

大率－引用者）を維持するためには、Ⅰ部門、とくにIF部門（労働手段生

産部門－引用者）がⅡ部門を上まわる率で拡大し、これらの部門の比重の上

昇をはかる必要がある」（井村〔3〕、p・138）o「この『Ⅰ部門の優先的発展』

（本稿でいう第Ⅰ部門の不均等発展－引用者）は、『均等的拡大再生産』と

同じように、あらゆる部門の生産が消費と『照応』関係を保ちつつ、拡大再生

産の『正常的経過』を実現しようとしているのであり、『均等的拡大再生副

の一転形－有機的構成高度化のもとでの『均等的拡大再生産』の転形－と

いうことができよう。」（同、p・138）、（引用における上ツキ傍点は引用者、下

ッキ傍点は井村氏）。氏の『Ⅰ部門の優先的発展』の定立は、「部門の比重の

上昇をはかる必要」の確認からいかにして出てくるかはそれ程明確ではない

が、独特の生産と消費の関係・矛盾把握を基礎とする「均等的拡大再生産」を

理論的基準とするかぎり、「均等的拡大再生産」の転形＝上方シフトとして

「Ⅰ部門の優先的発展」が区別されるべき蓄積軌道としての意味をもつことに

なっている。

ところで、資本の有機的構成高度化のもとでの第Ⅰ部門の不均等発展の必要

性という点に関しては、レーニンが資本の有機的構成高度化を導入した表式分

析からひき出した結論を否定される高須賀氏も否定しないどころか、その必要

性こそ強調されるべきだとしておられる0「資本の有機的構成が高度化する場

合には、そのこと自体が、すでに拡大再生産の自由度を縮少させる要因である

から、第Ⅰ部門の優先的発展（この場合は単にgl（t）＞g2（t）のこと－引用者）

の必要性は更に強化されるといってよい0　したがって、資本の有機的構成は高

度化するものとすれば、拡大再生産の自由度を大きくするという目的条件がさ

らに加わるならば、第Ⅰ部門の優先的発展は必要性のみでなく必然性をもっと

断言してもよいであろう。」（高須賀〔2〕、p・143）
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こうして高須賀氏は「拡大再生産の自由度を大きくするという目的条件」か

ら、吉原氏は「拡大テンポを一定に保つために」、井村氏は「全体の4K／Kを

維持するために」、第Ⅰ部門の第Ⅱ部門に比してのより急速な拡大の必要性を

それぞれ確認される。しかし高須賀氏はその必要性を確認されながらも「資本

制経済の内的論理の中に拡大再生産の自由度を拡大する法則的必然性があると

簡単に断言できない」（同、p．143～4）として、必要性の確認と蓄積軌道の内

容・性格規定を与えることとを区別されるのに対し、井村・吉原両氏は、その

必要性の確認を、資本の蓄積軌道の内容・性格規定のための論理にまでたかめ

ていくのである。

以上簡単に、資本の有機的構成高度化にともなう第Ⅰ部門の不均等発展をめ

ぐる議論をみてきたが、もう一度、「表式分析における資本蓄積の動態把握の

方法」の問題にたちもどってこれらの議論をみなおしてみよう。

註（1）滝田〔10〕p．362～366参照。

（2）氏の（25）式（p．363）の論証には、「資本の有機的構成高度は資本の限界構成

a’iの上昇を通じてなされるからl′t＋11〉l′tlが成り立」（p．363）が前提され

ることが必要である。すなわち、r＊（t）くr＊（t＋1）を仮定されている。

（3）高木〔12〕p．20～21参照。

（4）部門構成の高さによっては、必らずしも両部門成長率が均等になる蓄積率を選

択できないことがある。この点については拙稿〔13〕参照。

（5）吉原氏は「最も単純化してIe（t（＝ⅠIe（t）＝Ie（t＋1）＝ⅠIe（t＋1）・・・と仮定し」（p．304）

といわれているが、

1＋k′（t）＋k′（t）・m′

e（t）＝1 ＋K′（t）＋K′（t〉・m′

〈二H【＿＿‥　1．

（p．305）

だから、我々の記号でk′＝7「、K′＝÷なのでe（t）＝e（t＋1）は、r（t）くr（t＋1）よ

り　r＊（t）くr＊（t＋1）を意味する。

1

4　表式分析における資本蓄積の動態把握の方法（2）

われわれは、第2節「表式分析における資本蓄積の動態把捉の方法（1）」にお

いて、再生産表式の時系列的展開およびその基本構造からして、表式分析にお

ける資本蓄積の動態把握の方法を形式的に2つにわけた。そして前節では、こ
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の2つの方法の区別にもとづき、資本の有機的構成高度化にともなう第Ⅰ部門

の不均等発展をめぐる諸説を簡単にみてきた。第1の方法による議論は、t期

からt＋1期への時系列的展開を規定する要因のうち、資本の有機的構成高度

化及び第Ⅰ部門蓄積率一定から第Ⅰ部門の不均等発展をしめそうとするもので

あった。この方法による滝田、高木両氏の論証はそれ自体必らずしも十分とは

いえないが、もしこの方法により論証されれば資本の有機的構成高度化にとも

なう第Ⅰ部門の不均等発展の法則的把握は成功にちかいものになるといえる。

この点で滝田氏の論証は、資本の有機的構成高度化の特殊ケースではあるが一

応の成功をおさめているとみることもできる。それに対し、第2の方法による

第Ⅰ部門の不均等発展の議論は、t期からt＋1期への時系列的展開において

t＋1期の状態に一定の基準をもうけ、資本の有機的構成が高度化する場合、

第Ⅰ部門の第Ⅱ部門に比してのより急速な拡大の必要性を確認するものであっ

た。その意味では、表式分析の枠内では、第2の方法による限り、その拡大の

必要性は一般に承認されるものではある。しかし、第2の方法により、第Ⅰ部

門の第Ⅱ部門に比してのより急速な拡大の必要性をみとめることと、資本の蓄

積軌道として資本の有機的構成高度化にともなう第Ⅰ部門の不均等発展を定立

することとは、論理次元のことなるものである。この点は必らずしも十分に認

識されているとはいいがたいが、蓄積軌道の定立の際吉原氏において決定的な

位置におかれたのが、必要性の確認から必要性の論理への展開であり、井村氏

においてほ、氏独自の生産と消費の矛盾把握であったことはすでに見たとおり

である。

ところで、表式分析における資本蓄積の動態把握というすぐれて恐慌・産業

循環論を展望にすえた問題意識からみて、この2つの方法の区別は全く形式的

なものであろうか。確かに、マルクスの再生産表式も、資本の有機的構成高度

を導入したレーニンの表式も、その基本構造からみれば自由度1であり、体系

を完結させるためには、t期からt＋1期への展開を規定する蓄積率か、t＋

1期の状態に関する何らかの仮定を付加しなければならない。その限りでは、

2つの方法の区別は確かに形式的である。しかし、形式的には仮定を1つ付加

するという表式操作上の必要も、表式分析において資本蓄積の動態を把握する

という課題にとっては決してどちらでもよいというわけにはいかない。この仮

定の付加は、賢本蓄積の動態把捉の際の理論的基準の設定にかかわるものでな

ければならず、それゆえに、その設定は決して洛意的なものではなく、資本蓄
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積の運動を規定する諸要因こそがその位置におかれなければならない。そして

もちろん、資本蓄積の運動を規定する諸要因に与える仮定も慈意的であっては

ならず、何よりもこれらの諸要因の理論的解明こそが表式による表現に先行さ

れねばならない。

こうした観点からして、価値価格レヴェルの限られたタームで構成される再

生産表式においては、資本蓄積の運動を規定する諸要因は蓄積率、剰余価値

率、資本の有機的構成であり、これらの諸要因の理論的解明のもとで表式分析

における資本蓄積の動態把握の第1の方法こそが正しいものとして認めること

ができるのである。

19世紀末のロシャ資本主義の発展をめぐる論争のなかで、レーニンは、合法

マルクス主義者たちの盗意的な表式「利用」を批判して再生産表式分析の原則

をしめしたことはよく知られていることである。すなわちレーニンはいう。

「表式は、そのものとしては何も証明することはできない。表式は、過程の個

々の要素が解明されているとき、その過程を図解することができるにすぎな

い」（全集第4巻、p・60）。すなわち、過程の個々の要素の解明こそが、表式に

よる表現に先行されねばならないとしたのである。したがって、資本の有機的

構成高度化にともなう第Ⅰ部門の不均等発展の問題は、表式分析における第2

の方法によるかぎり、設定された目的条件からして、第Ⅰ部門のより急速な拡

大の必要性の確認でしかありえず、高須賀氏が必要性の確認でとまられたのは

正しい方法態度であったといえる。しかし正しかったのはこの問題をめぐる氏

の表式分析の方法態度であって、氏の資本の有機的構成高度化にともなう第Ⅰ

部門の不均等発展の命題の否定という結論ではないことはいうまでもない。な

ぜなら、資本の有機的構成高度化にともなう第Ⅰ部門の不均等発展は、再生産

表式において各期にわたって、又は、一定のタイム・ラグをもって第Ⅰ部門の

第Ⅱ部門に比してのより急速は拡大を描き出さなくては論証されないという性

質のものではなく、「不変資本は可変資本より急速に増大する傾向をもつとい

う法則に立脚すれば、『資本論』第2巻におけるマルクスの研究がなくても、

この結論にたっすることができるのである。生産手段が最も急速に増大すると

いう命題は、この法則を社会的総生産にあてはめて言いかえたかものにすぎ

ない」（レーニン全集第1巻p．80）からである。

註（1）滝田氏の特殊な仮定のもとでの論証から得られる結論はgl（t．1）〉g2（t．1）であ

る0　しかし、同じ論証は同時に次のことをもしめしている。gl（t＋1）〈gl（t）。これ

（94）19



有機的構成高度化にともなう不均等発展について

は、第Ⅰ部門蓄積率一定、資本の有機的構成高度化から必然的に出てくる結論で

ぁる。この第Ⅰ部門成長率の単調減少という姿は、レーニンが強調した「それに

照応する消費の拡大のない生産の拡大」という生産の無制限的拡大の把握と一致

するかどうかは疑問の残るところであるo gl（t＋1）くgl（t）すなわち第Ⅰ部門成長

率の単調減少は、滝田氏自身も指摘されている。滝田〔10〕p・3600

（2）大島雄一氏も、レーニン表式による第Ⅰ部門の不均等発展は、「表式作成上の

特定の仮定にかかわる」ものであり、「構成高度化の蓄積過程の絶対的法則とい

ったものではない」（以上、大島〔6〕、p・154）としながらも、資本の有概的構

成高度化のもとでは、「安定的発展のための客観的要請」として第Ⅰ部門のより

急速な拡大の必要性をみとめておられる。大島〔6〕p・154参照0

（3）岡稔「再生産論をめぐる論争史」1952年、同『資本主義分析の理論的諸問題」

新評論、1975年、所収、等参照。

5　お　わ　り　に

筆者は以前、レーニンの再生産表式論を論じたことがあるが、そこで重視し

たことは、レーニンの生産と消費の連繋・矛盾把握をめぐる諸命題をのぞけ

ば、次の2点であった。それは第1に、レーニンの再生産表式論の方法あるい

は原則を確認することであり、第2に、「不変資本は可変資本より急速に増大

する傾向をもつという法則に立脚すれば、『資本論』第2巻におけるマルクス

の研究がなくても、この結論にたっすることができるのである。生産手段が最

も急速に増大するという命題は、この法則を社会的総生産にあてはめて言いか

ぇたにすぎない」というレーニンの指敵にしたがって、筆者なりに第Ⅰ部門の

不均等発展の定式化を与えようとした点である0第1の点はすでに簡単にふれ

たので、ここでは第2の点について煩経にならない程度で、以前の議論を補っ

ておくことにする。

先のレーニン指摘から確認できることはつぎのことである。①レーニンに

とって「理論的に解明」されてる要素は『資本論』第1巻第7編で明らかにさ

れている「不変資本は可変資本より急速に増大する傾向をもつという法則」す

なわち資本の有機的構成高度化だけということ0　④それにともなう第Ⅰ部門

の不均等発展という命題は、「『資本論』第2巻におけるマルクスの研究がなく

てもこの結論にたっすることができる」ということ0そして㊥この「命題は、

この法則を社会的総生産にあてはめていいかえたにすぎない」ということ。
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筆者はこの3点から、問題にたいする出発点を得る。すなわち、第1に、マ

ルクスにより明らかにされた資本の有機的構成高度化は、特別剰余価値の獲得

をめぐる諸資本の競争をテコとして、恐慌・産業循環をとおして長期的、平均

的に貫徹する資本蓄積の一般的法則として把えれば、資本蓄積は長期的にはつ

らぬかれている。そして第2に、再生産表式諭がなくてもこの結論に達するこ

とができるという意味は、再生産表式論の枠組みすなわち社会的総資本の把握

の枠組を不必要とするということではなく、各期にわたって表式で「図解」し

なくてもよいということである。なぜなら、問題ははじめから第Ⅰ部門と第Ⅱ

部門の関係にあり、「この法則を社会的総生産にあてはめる」ことは、両部門

の区別と同時に、不変資本、可変資本、剰余価値の区別をも内包しなければな

らないからである。

この出発点にたてば、問題は次のように設定できる。すなわち、資本の有機

的構成高度化のもとでの社会的総督本把握の枠組み＝再生産表式における両部

門は、その時系列的展開における関係としてではなく、むしろ資本蓄積の長期

的貫徹のもとでいかなる関係におかれるかということである。そこで、再生産

表式の枠組みのもとで、両部門の関係すなわち部門構成の長期的関係を表わす

（5）及び資本の有機的構成高度化を表わす（3）が検討されねばならないのである。

まず（3）から、

個　ri（t＋1）＝ri（t）＋－
（埼t）－ri（t））m・qi（t）
＼i＼二言、＼ニーふ一二二：、一一’（i＝1，2）1十戒t）十m・qi（t）

資本蓄積が、時には中断や縮少さえともないながらも長期的には貫徹し（qi（t）＞

0　で表現される）、限界資本構成により資本の有機的構成高度化が生じれば

（埼t）＞ri（t）で表現される）、個は資本の有機的構成高度化が長期的にはつらぬ

かれていることをしめす。他方、長期的な両部門の関係・部門構成をあらわす

（5）はもう一度かくと、

（5）
α2（t）

1－α1（t）
≦Q（t）≦

α2（t）（1＋
螺t）＿．＿．＿＿＿竺

m

r2（t）1＋接t）

トα1（t）（1＋逓
rl（t）

一・一1－－－．㌔）
1十r㌫t）
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そこで（5）から資本の有機的構成高度化がつらぬかれていくと（ri（t）＜ri（t＋1）・

αi（t）＜αi（t＋1）で表現される）、部門構成の存在範囲の下限が長期的には上昇して

いくことによって、第Ⅰ部門の不均等発展がつらぬかれていくことになるので

ある。

この第Ⅰ部門の不均等発展の定式化についての私見は、レーニンの指摘にし

たがって定式化を試みたものであり、表式分析の時系列的展開にそって各期に

ゎたってgl（t）＞g2（t）を描き出すものではない。それゆえ、本稿で強調した表式

分析における資本蓄積の動態把握の方法とはことなっている。しかし、あくま

で私見はレーニンの指摘を生かそうとした点に重点があり、表式分析の時系列

的展開にそって資本の有機的構成高度化にともなう第Ⅰ部門の不均等発展の論

証を試みることを否定するものではない。

註（1）拙稿〔14〕、p．110～131参照。

引　用　文　献

〔1〕富塚良三『恐論慌研究』未来社、1962年0

〔2〕高須賀義博『再生産表式分析』新評論、1968年0

〔3〕井村喜代子『恐慌・産業循環の理論』、有斐閣、1973年。

〔4〕高木　彰『再生産表式論の研究』ミネルヴァ書房、1973年0

〔5〕長嶋誠一「第Ⅰ部門の不均等発展と利潤率の動向」『独占資本主義の景気循環』、

〔6〕大島雄一「定常蓄積率と定常蓄積軌道」『資本論の研究』日本評論社、1975年所収。
〔7〕高須賀義博「再生産の局面分析」『経済研究』第25巻第3号0

〔8〕吉原泰助「拡大再生産と部門間成長率開差」『経済研究』第22巻第3号0

〔9〕－－「拡大再生産と生産力展開」『商学論集』第41巻第7号0

〔10〕滝田和夫「拡大再生産表式と第Ⅰ部門の不均等発展」『一橋論叢第』79巻第3号0

〔11〕後藤康夫「再生産軌道と表式論」『商学論集』第46巻第3号0

〔12〕高木彰「第Ⅰ部門の『自立的発展』と不均等発展について」『岡山大学経済学会

雑誌』第10巻第2号。

〔13〕浅利一郎「マルクス再生産表式と第Ⅰ部門の不均等発展」『一橋研究』第1巻第4

‾ラ●○

「資本蓄積と再生産表式分析」関恒義編『現代の経済学（上）』青木書店、

1978年、第Ⅴ葦。

22（91）


